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職員数 (2015.1.1現在) 

－役員：5名 
   理事長 1名 
   理事 2名 
   監事 2名（うち非常勤1名） 
 
－常勤職員：454名 
   定年制職員：330名 
    ・事務職：112名 ・研究職：108名 

    ・医療職：  87名 ・その他：  23名 

 
   任期制職員：124名 
    ・事務職：  33名   ・研究職： 59名 

    ・医療職：    9名   ・その他： 23名 

 
－非常勤職員 
   任期制職員：375名 
    ・事務職： 66名 ・研究職：  68名 

    ・医療職： 42名 ・その他：199名 

平成２６年度予算額：１２３億円 

 
 うち、運営費交付金 

  ・一般会計 

  ・復興特別会計 

 

 うち、施設整備費補助金 

  ・一般会計 

  ・復興特別会計 

 

 うち、自己収入 

 
： ９８億円 

： ９３億円 

：  ５億円 

 

：  ３億円 

：  ３億円 

：  ０億円 

 

： ２２億円 2 

理事長 

理事 

監事 

総務部 33、(19) 

監査・コンプライアンス室  2、(1) 

企画部 38、(6) 

特別上席研究員 2、(1) 

※数字は、 

 常勤職員、(非常勤職員) 

 の人数を示す。 

緊急被ばく医療研究センター 19、(26) 
運営企画ユニット，被ばく医療研究プログラム，被ばく線量評価研究プログラム 

放射線防護研究センター 29、(45) 
運営企画ユニット，発達期被ばく影響研究プログラム，リスク低減化研究プログラム，規制科学研究プログラム 

《放射線安全・緊急被ばく医療研究》 

分子イメージング研究センター 72、(59） 
運営企画ユニット，分子認識研究プログラム，先端生体計測研究プログラム，分子病態イメージング研究プログラム，分子神
経イメージング研究プログラム 

重粒子医科学センター 158、(126) 
運営企画ユニット，医療情報室，Ai情報研究推進室，放射線治療品質管理室，病院，物理工学部，融合治療診断研究プログ
ラム，次世代重粒子治療研究プログラム，先端粒子線生物研究プログラム，国際重粒子医科学研究プログラム 

《放射線の医学的利用のための研究》 

医療被ばく研究プロジェクト 3、(5) 

福島復興支援本部 22、(29) 
運営企画ユニット，環境動態･影響プロジェクト，健康影響調査プロジェクト，長期低線量被ばく影響プロジェクト 

《福島の復旧・復興への支援とそれを支える研究》 

ＲＥＭＡＴ（緊急被ばく医療支援チーム）   7、(6) 

人材育成センター   3、(13) 

研究基盤センター 66、(39） 
運営企画ユニット，研究基盤技術部，情報基盤部，安全・施設部 

《放射線科学領域における基盤技術開発》 

放射線医学総合研究所の組織及び人員について 



研 究 開 発 病 院 
重粒子医科学 
センター 

・炭素線でがんを治す 
-重粒子線がん治療に 
関する臨床研究 
（治療患者数約 

8,500人）- 

分子イメージング 
研究センター 
・放射線で生命活動を 
 見る 
-分子イメージング技術 
 でがんや精神疾患の診 
 断に応用- 

放射線防護 
研究センター 

•放射線のリスクを計る 
-放射線安全研究、国 
 民の被ばく実態調査 
  

緊急被ばく医療 
研究センター 
・被ばく事故から救う 
-緊急被ばく医療研究 
 （防災基本計画に 
  おける被ばく医療 
  の中心） 

研究基盤センター 
基盤技術と研究環境の整備・管理 

高度な技術開発と安全な研究環境の提供、効率的な研究資源の活用 

支援 

萌芽的研究 
創成的研究 
共同研究 

医療被ばく 
評価研究 

研究成果の
普及と活用 

シーズの発見、融合分野の研究、 
新しい手法による研究 

人材育成センター 
 

人材育成・研修事業 
 

福島復興支援本部 

放射線医学総合研究所の事業と研究体制 

復旧作業員等の健康影響調査 低線量・低線量率放射線の影響研究 環境動態研究 

ＲＥＭＡＴ 
 

原子力災害時の被ばく
医療及び体制整備 

研究成果の活用 
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原子力や放射線利用における国民の安全確保と安心の醸成に貢献するため、放射線の健康および環境への影響に関する研
究を進めるとともに、科学的データを収集・解析して、国民にわかりやすく提供する。 

社会への影響 

規制科学 リスク・コミュニケーション 

リスクをどうみつもるか 
低線量や低線量率での放射線のリスクや生活
環境での他のリスクとの比較など、放射線リスク
について国民が正しい認知をするための科学的
情報を発信する 

+ 

環境放射線・放射能 

どんな影響がどれぐらい現れるか 人体への影響 環境への影響 

胎児、小児の放射線に
対する感受性の研究 

放射線の生体影響の
メカニズムの解明 

環境生物・生態系への影響の研究 

医療被ばく実態の解析研究 

市民との対話セミナー 

国民 

行政 

国際機関 

大学∙研究機関 

不安・懸念への対応 国内の意見をとりまとめる 

放射線安全研究分野におけるハブ機能 

現法令・指針等の妥当性 

医学・産業利用放射線 

課題を抽出、意見具申 

信頼性の高い情報 

Tokyo/Narita

(NRT)
Washington, DC

/Dulles (IAD)Osaka

/Kansai

(KIX)

Singapore

/Changi

(SIN)

London

/Heathrow

(LHR)

Sydney(SYD)

Force Field Potential: 301-311MV

11.5h

12.1h

9.3h

6.2h成田―ニューヨーク便 
(片道)で約0.06mSv 

どんな放射線をどれくらい受けるか 

計測・数理モデルの研究 

屋内ラドンによる被ばく 

放射線影響研究分野の人材育成 

放射線規制にフィードバック 

放射線防護研究センター 
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人材育成 国際協力 

• 被ばくの形態や放射性物質の確定 
• 被ばく線量の推定 
• 治療方針の決定、病態の予測 

被ばく患者の治療 

• 急性放射線障害の研究 
• 新しい治療法開発    
• 迅速な線量評価法開発 
• データベース作成 

緊急被ばく医療のための訓練 
（国内外対象） 

IAEA研修 

WHO研修 

放射線障害研究 

全国の中核 

協力・連携・ 
情報の共有 

    放  医  研     広島大学 

緊急被ばく医療ネットワーク 

物理学的線量評価ネットワーク 

地域レベル 

染色体ネットワーク 

緊急被ばく医療体制 

      放  医  研 

原子力発電施設等 
立地・隣接地域 
（19地方公共団体） 

防災訓練風景 

緊急被ばく医療
トレーニング 

染色体異常を用いた
被ばく線量評価 

東京電力福島第一原子力発
電所事故への対応 
 

国の被ばく医療機関として、被ばく医
療の中核的な機能を果たしている。 
○専門医師の派遣 
○高線量被ばく患者の受け入れ 
○内部被ばくの検査 
○情報発信 その他 

緊急被ばく医療研究センター／REMAT 

海外の放射線被ばくや汚染事故
の現場で初期医療を支援。 

医療活動、線量評価や放射線
防護の専門家が参集。 

国内対応 2010のAPEC 等 

緊急被ばく医療支援チーム 

（REMAT） 
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年度 

通常研修 

福島対応研修 

人数 

★原発事故対応として求められる研修を平成24年度に引き続き定常
的に設ける（平成23年度は臨時的に実施）と共に、関連する人材
育成の委託事業等を積極的に受けることとした。 

平成２５年度原発事故対応研修 

• NIRS放射線事故初動セミナー（追加） 
• NIRS被ばく医療セミナー（定員増、追加2回） 
• 自治体職員向け放射線基礎コース 
• 教員向け放射線基礎コース 
• 染色体セミナー（2回） 
• 放射線医学セミナー（福島県高校生） 
• 保健医療関係者等に対する放射線の健康影響等に関する研修 
                       （基礎2回、応用（新規）1回） 
• 宮城一高（依頼、新設） 
• 千葉市未来の科学者育成プログラム（千葉市委託） 
• 小学生サイエンスキャンプ（福島県と千葉市、新設） 
• 国民保護CRテロ初動セミナー（新設） 

 放医研の人材育成事業（概要） 

1960年 放射線防護課程〜2013年 

1965年 RI生物学基礎医学短期課程開催〜2005年 ライフサイエンス課程 

1978年 環境放射線モニタリング技術課程〜2005年 環境放射線科学リフレッシュセミナー 

1980年 放射線緊急被ばく救護訓練課程〜2013年 NIRS放射線事故初動セミナー 

1997年 緊急被ばく医療セミナー〜2013年 NIRS被ばく医療セミナー 

1994年 放射線看護課程〜2013年（年5回5日間） 

東電福島第一原発事故後、福島県をはじめ各地から、放射
線の健康影響や被ばく医療の研修を求める声が大きくなった。
このため、“福島原発事故”対応に研修を設け、約400名、3
年間で約1,000名の参加をみた。 

人材育成センター 
○国内外の研究者及び技術者等を受け入れ、研究所の特徴を活かした人材育成に積極的に取り組む。 

○福島復興再生基本方針、原子力被災者等の健康不安対策に関するアクションプランに基いた人材育成を実施する。 
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国内対応委員会 
協働センター認定（低線量、 

重粒子線治療、分子イメージング） 

緊急被ばく医療(RANET) 

生物影響 

医療被ばく 

環境 

テロ 
ICRP 

UNSCEAR 

IAEA 

WHO 

線量評価 

ISO 国際標準化機構 

国際放射線防護委員会 
原子放射線の影響に関する

国連科学委員会 

世界保健機構 

国際原子力機関 

OECD/NEA 
 

アジア被ばく医療ネットワーク 

Radiation Emergency Medicine 

Network System in Asia 

Asian Nuclear Safety Network 

放医研 
 

テロ対策(放射線) 

世界健康安全保障
イニシアティブ 

GHSI 

放射線防護の枠組み 
放射線防護・公衆衛生 

放射線治療、核医学 

放射線防護 IAEA/RCA 

JICA 

国際協力機構 

放射線医学、教育・ト
レーニング 

アジア原子力協力フォーラム 

放射線治療 
FNCA 

IAEA WHO 

   ICRU 

国際放射線 

単位測定委員会 

重粒子線治療 

経済協力開発機構/原子力機関 

放医研と国際機関との連携 

協力センター指定 

（緊急被ばく医療、 

 診療用放射線による被ばく、 

 ラドンによる被ばく) 
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http://www.ghsi.org/index.html
http://www.jica.go.jp/press/2009/20090406_01.html

